
南海フェリー株式会社

（単 位 ： 円）

716,186,906 690,418,866

48,062,175 514,000,000

431,167,196 10,927,632

84,109,900 101,575,029

61,323,441 618,500

255 51,744,693

66,771,873 1,929,253

1,508,000 1,630,055

17,687,802 3,323,451

5,635,495 4,670,253

△ 79,231

1,917,970,336 2,594,172,925

1,796,035,653 2,254,000,000

1,536,698,804 24,040,004

28,644,737 313,013,513

121,597,042 3,119,408

1

2,608,560 3,284,591,791

12,295,546

94,190,963

25,783,165

426,176

5,884,285

19,472,704

△ 650,434,549 

100,000,000 

570,805,329 

570,805,329

96,151,518

400

5,375,000

△ 1,321,239,878

△ 1,321,239,878

△ 1,321,239,878

1,227,000

2,730,822

72,192,700

14,626,700

△ 1,104

△ 650,434,549

2,634,157,242 2,634,157,242

貸　　借　　対　　照　　表

（２０２３年３月３１日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 短 期 借 入 金

預 け 金 リ ー ス 債 務

未 収 運 賃 未 払 費 用

未 収 入 金 未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前 受 収 益

未 精 算 連 絡 運 賃

未 収 法 人 税 等

預 り 金

貯 蔵 品

賞 与 引 当 金

短 期 貸 付 金

前 払 費 用

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

固 定 資 産 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 長 期 借 入 金

船 舶 リ ー ス 債 務

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

建 物 退 職 給 付 引 当 金

資 本 金

構 築 物 そ の 他 の 固 定 負 債

車 両 運 搬 具

負 債 合 計器 具 備 品

リ ー ス 資 産

（ 純 資 産 の 部 ）土 地

株 主 資 本

長 期 貸 付 金

資 本 剰 余 金ソ フ ト ウ ェ ア

資 本 準 備 金リ ー ス 資 産

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金投 資 有 価 証 券

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 投 資

貸 倒 引 当 金

純 資 産 合 計



（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法に基づく原価法

　その他有価証券

移動平均法に基づく原価法

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

3. 固定資産の減価償却の方法

船舶、建物、構築物、無形固定資産 定額法

　車両運搬具及び器具備品 定率法

　リース資産

4. 引当金の計上基準

（１）

（２） 賞与引当金は、支給見込額基準により計上しております。

（３）

5. 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（当期純損益金額）

1. 当期純利益 円

貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金は、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。

56,413,393

個　　別　　注　　記　　表

貯蔵品　最終仕入原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

 により算定)

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によって

　　おります。

　　　市場価格のない株式等
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